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いま政治がなすべきことは（志位委員長の発言から）
１、安倍内閣とどう向き合うか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　志位　安倍政権がすすめている一つひとつを見ますと、集団的自衛権、消費税の大増税、原発の再稼働、沖縄の新基地建設など、どれも国民の５割、６割が反対している、国民多数の声に逆らうものとなっています。ところが、安倍政権は、国民の批判に耳を傾けるという姿勢がまったくない。集団的自衛権行使について「私たちは納得していません」と訴えた長崎の被爆者代表に、（首相は）「見解の相違だ」と言って突っぱねる。沖縄で、何度、新基地建設反対の審判が下っても、一顧だにせず「計画通りすすめる」という。異論を切り捨てる強権体質というのが際立っていると思います。私たちは、安倍政権は、平和・民主主義・暮らしを壊す戦後最悪の内閣だと考えています。安倍政権打倒の国民的大運動を呼びかけたいと思います。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２、「安倍外交」をどうみるか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　志位　私は、三つの問題点があると思っています。第一は、たくさんの国をまわっているようですが、もっぱらやっていることは、原発の輸出、武器の輸出、そして集団的自衛権への支持の取りつけです。世界とアジアの平和の秩序をどう築くかという平和外交の戦略はまったくない。第二は、首相の靖国神社参拝が象徴しているように、過去の侵略戦争を肯定・美化する姿勢が、隣国の韓国、中国との関係悪化の日本側の原因になっている。第三は、アメリカ言いなり外交の矛盾が沖縄で噴き出している。（沖縄）県民の８割以上が反対し、名護市民が繰り返し４回も「ノー」の審判を下している（名護市）辺野古の新基地建設をごり押しするのは、民主主義の国家では許されません。　　　　　　　　　　　　　　　　３、「アベノミクス」にどう対応するか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　志位　この間の円安による物価の上昇にくわえて、消費税の増税によって、日本経済は「好循環」どころか悪循環の危険水域に入っていると思います。４月～６月期のＧＤＰ（国内総生産）は、年率マイナス７.１％落ち込みました。その最大の原因は何かと言えば、家計消費が１９.０％も落ち込んでいることにある。なぜ消費がここまで冷え込んでいるかと言えば、働く人の実質賃金が１３カ月連続でマイナスになっています。ここが一番の根本です。ですから第一に、消費税１０％は中止する。第二に、大企業に対する減税ばらまきはやめて、富裕層と大企業に応分の負担を求める税制改革によって財源をつくる。第三に、２８５兆円にまで膨れ上がった大企業の内部留保の一部を活用して、大幅賃上げと、そして安定した雇用を増やす。企業から家計に軸足を移す政策転換が必要だと思います。　　　　　　　　　　　　　　　    　４、どうする集団的自衛権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　志位　そもそも、集団的自衛権の行使とは何かということを広く訴えていきたい。集団的自衛権の行使というのは、日本に対する武力攻撃がなくても、他国のために武力の行使をする――政府がどうごまかそうとも、「海外で戦争する国」に乗り出すということを意味しています。その具体的危険がどこにあるかと　言えば、２００１年のアフガニスタン戦争、２００３年のイラク戦争のような戦争をアメリカが  （→）
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
２０１４年「９月議会」は１０月１日が最終日
【決算特別委員会全体会】　　　 ９月２４日（水）　午前１０時
【「総合計画」審査特別委員会】　９月２５日（木）　午前１０時
１０月　１日（水）午後　１時 　本会議（委員長報告、質疑、討論、議決）閉会
星野公平の本会議での一般質問の冒頭発言から
国の悪政の防波堤に、「リニア中央新幹線」は不要
安倍政権は、昨年末の秘密保護法の成立強行、４月からの消費税の増税、６月の国会での医療・介護やの教育委員会の改悪、７月の集団的自衛権行使容認の閣議決定などを行い、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）交渉への参加、原発再稼働の策動などを重ねてきました。９月３日には、第２次安倍改造内閣をスタートさせ、アベノミクスを推進する主要閣僚は留任させ、安全保障法制や地方創生の担当大臣を新設するなど、悪政を更に加速し、来年４月のいっせい地方選、国政選挙への準備を進めています。特に、秘密保護法や集団的自衛権行使容認の閣議決定、安全保障法制の担当大臣新設は、日本を戦争する国に変えていく一歩です。この様な、「亡国の政治」を突き進む安倍政権を打倒するための国民的運動を広げていくことがいよいよ重要になってきました。この桑名で、この様な国の悪政の防波堤となって、市民の皆さんのくらし・福祉を守っていかなければなりません。
もう１つ、ＪＲ東海の「リニア中央新幹線」が、東京・名古屋間の沿線住民の多くの反対にもかかわらず１０月にも着工かと言われています。伊藤市長は、三重県の期成同盟に入っておられ、大阪までの同時開通を願っておられるようです。ＪＲ東海の甘い需要予測や環境に対する予測によって、原発の東電のように経営破綻も予測されています。ツケは私たち国民にきます。桑名市内では地下５０メートルの大深度の通過が予想されますが、騒音や電磁波は予測できず、私達の大切な水源がどうなるのか、大量に排出される残土の処分が心配されます。桑名にとって、それ程のメリットも無い「リニア中央新幹線」に対して伊藤市長の英断が期待されます。
.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    .
（←）起こしたさいに、これまでの（海外）派兵法にあった「武力行使をしてはならない」「戦闘地域に行ってはならない」、この歯止めを外し、自衛隊が「戦闘地域」まで行って軍事活動をやる――アメリカの戦争のために日本の若者の血を流すというのが集団的自衛権の正体です。私たちは、国会（論戦）でそれを明らかにしてきました。そのことを、広く国民に明らかにしていきたい。私たちは、こんな解釈改憲を、一片の「閣議決定」でやるというのは、憲法を壊すクーデターのような所業であり、絶対に認めるわけにいきません。「閣議決定」の撤回を強く求めていきたいと思います。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（９月１４日放映のＮＨＫ番組「日曜討論」の志位委員長の発言の一部を引用）
「市議団のアンケート」に基づく申し入れに対する回答
「市議団のアンケート」に基づき、総合計画、新病院建設、くらしと福祉（負担の軽減と誇れる社会保障に）、教育関係、災害（地震・水害）対策の強化、ゴミ問題は市民全体で考える、国政問題の７項目について、市長に申し入れを行い、先日、回答がありましたので、一部を報告します。（全文は星野公平のホームページから見て頂けます。）

３．くらしと福祉（負担の軽減と誇れる社会保障に）

　①国保税の引き下げ（基金の活用で１人当たり１万円の引き下げを）

国民健康保険事業は、現時点では安定した財政収支が確保されていますが、高齢化による医療費の増加傾向等により、財政運営は今後厳しい状況が予想されます。今後とも、国保の財政状況も勘案し、被保険者の方々が、必要なときに必要な医療を安心して受けられるよう、制度の安定的な運営に努めます。

７．消費税増税、原発問題、集団的自衛権の行使容認など国政問題について市民に安心を与える立場から、はっきりと態度の表明をお願いします。

・消費税増税について
昨年１２月の市議会定例会で水道料金及び下水道使用料、本年３月の市議会定例会で公共施設の使用料について、消費税率の引き上げに伴う使用料等を改正する議案を提出し議決いただきました。また現在、影響緩和策の一つとして国が講じた「臨時福祉給付金」及び「子育て世帯臨時特例交付金」の給付措置について、事務を進めているところです。今後も国の動向に注視しながら、適切に対応していきたいと考えています。

・原発問題について

原子力発電所につきましては、安全面、経済面も考慮して、基本的には脱原発の方向に向かうべきで、原子力発電の依存割合を縮小しながら太陽光発電などの再生エネルギーの普及に積極的に取り組み、エネルギーの多様化を図る必要があると考えています。

・集団的自衛権の行使容認について

日本は、過去の戦争の経験と反省から、戦争放棄と武力放棄を憲法に謳い、徹底した平和主義という理念を持つ世界に類をみない国家として歩んできました。国民が安全に暮らしていくためにはどうすれば良いか、今後も、国の動向、世界の情勢を注視していきたいと思います。
星野公平の一般質問に対する当局からの１回目の答弁
1、 福祉問題について
（1） 来年度からの介護保険はどうなるのか
【質問】通所介護施設の新規参入の抑制と「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」、「小規模多機能型居宅介護」、「複合型サービス」などの現況は
【答弁】地域包括ケアシステムの構築に向け、「高齢者が、可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことのできるような体制」として「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」、「小規模多機能型居宅介護」、「複合型サービス」などのサービスを充実させることが重要。「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」の利用者数は４月５名、８月８名。「複合型サービス」の利用者数は４月７名、８月１３名。「小規模多機能型居宅介護」の利用者数は平成２４年度６８３件、平成２５年度１０８５件、平成２６年度は昨年を上回るペース。

【質問】来年度からの介護保険は（保険料、総合事業等）

【答弁】第６期介護保険事業計画で定めるが、厚労省からのワークシートに基づき分析を進めているところ。総合事業については、７月にガイドラインが出され検討中で、計画に盛り込んで桑名市地域包括推進協議会に示していく。利用料が２割負担になる人は法改正に従って対応していく。
（2） 子どもの医療費はどうなるのか
【質問】医療費無償化の対象者を全中学生に拡大を

【答弁】できる限り保護者の方々の経済的負担の軽減につながる取り組みを進めなければならないと考えているが、これ以上県の補助制度の拡大は期待できない。大変厳しい行財政運営を強いられ、市単独事業としての上乗せは慎重な対応が必要。
【質問】窓口での一部負担を無料化に（他の福祉医療費を含む）

【答弁】窓口負担をなくするとコンビニ受診が増え医療費が１.３倍になるといわれ財政負担が増える。窓口無料化を実施してない市町との公平性を欠き、国保の国庫負担金が減額される。早急な判断を控え、時間をかけた慎重な検討が必要。
2、 教育問題について
（1） 来年度からの教育委員会体制は
【質問】人事はどうなるのか

【答弁】教育委員は任期が満了するまでそのまま。委員会事務局の組織は見直していく。

【質問】大綱はどうするのか

【答弁】既に教育委員会と協議をしながら進めている。法の施行後（来年４月）、速やかに策定する。

3、 身近な問題について
（1） 土砂災害への対応はできているのか
【質問】危険箇所はどれ位あり、防止対策はどうなっているか

【答弁】県の指定の土石流危険渓流１１０箇所、急傾斜地崩落危険箇所１３７箇所。今月末に県と土砂災害警戒区域の指定について協議する。土砂災害危険マップを作成し住民に周知していく。

（2） 「水道修繕センター」構想は破綻したのか
【質問】破綻の原因、責任の所在と今後の対応は

【答弁】３年間の業務委託契約を行ったが、年間１０００件に上る修繕対応にリスクが厳しいものであったと推測する。今後は、桑名市指定上下水道工事事業協同組合と協議していく。

（3） 再生可能エネルギーによる電気創出について
【要望】太陽光発電施設の安全性等確保のために、施設事業者、連絡先、内容等の表示を義務化する条例を。（時間の関係で要望に留める。）

（4） 桑名の都市計画の問題点の中から

【質問】駅西事業で「３つの方針」が出されたが、今までの方針との整合性は

【答弁】桑名駅周辺を当市の中心拠点として再構築するために、公民連携・土地の高度利用・事業のメリハリの方針で事業推進を図る。
【質問】都市計画道路「蛎塚益生線」の見通しは

【答弁】未買収地が１箇所残っているが、土地収用法に基づき進める。

日本共産党桑名市議団は、くらし・福祉・教育・子育ての充実のために、特に「国民健康保険税の引下げ」「子どもの医療費窓口無料化」を市に継続的に求めています。
Ｎｏ．２１９　　　　２０１４年　９月２５日
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発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室
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日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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